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（2014年度－2016年度） 

株式会社名古屋証券取引所 

2014年3月26日 

中期経営計画 

資 料１ 



１．経営目標 

1 

わが国の証券市場は東京への一極集中となっており、当取引所をとりまく経営環
境は厳しい状況が続いているが、三大経済圏の一つである中部経済圏には証券
取引所という経済インフラが必要であるとの認識に立ち、利用者ニーズを捉えた
市場サービスを提供することにより、地域経済の一層の発展に寄与する。 
 

そのために当取引所の企業規模や市場規模を生かし、顔の見える証券取引所と
して市場利用者との“Face to Face”のコミュニケーションを大切にしながら、きめ細
やかなサービスを提供することにより、国内において市場選択の機会を提供する。 
 
◆上場促進活動に積極的に取り組み、上場企業数の増加に努める。 
 

◆自主規制機能の適切な発揮および市場インフラの安定的な提供により、市場の
信頼性・公正性を維持する。 

 

◆積極的に情報を発信していくことにより、当取引所の市場および上場銘柄の知
名度向上を図り、市場のブランド確立に努める。 

 
◆安定した収益の確保および低コスト体質の維持により、安定配当を継続する。 



２．基本戦略 

2 

 

当取引所は、『新規上場企業
の獲得』、『売買の活性化』およ
び『ブランドの確立・プレゼンス
の向上』という３つの重要課題
のクリアに努める。 
 

そのために、“顧客”である上
場企業、取引参加者、投資家
等への一層のサービス向上に
取り組む。 

ブランド確立 
プレゼンス向上 

新規上場増加 売買活性化 

“顧客”への 

サービス提供 



３．重点的に取り組む事項 

3 

 
（1）名証未上場企業への取組み 
積極的な個別アプローチによる情報提供・上場勧誘 
ＩＰＯ関係先、地域金融機関等との連携によるＩＰＯのサポート 

 
（2）上場企業への取組み 
上場事務、株式事務、ＩＲ活動、採用活動等へのサポートの実施 
上場企業への個別訪問等を通じたコミュニケーションの促進 

 
（3）取引参加者への取組み 
個人投資家を対象としたイベントへの参加機会の提供 
自主規制関連情報およびノウハウの提供 

 
（4）個人投資家および一般への取組み 
ＩＲイベント、セミナー等による名証市場および上場銘柄のＰＲの推進 
証券知識普及活動および証券投資教育の実施 



４．収益目標 

4 

 

中部経済圏の経済インフラとしての役割を果たすべく、市場運営を独立して継続し
ていくために必要な収益の確保に努める。 

 
各取組みの実施 

 

営業利益 

200百万円 

以上 

安定的な市場運営 

安定配当の継続 

以上 
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資 料２ 



 

 

 

 

名

証

の

魅

力

向

上 

新 規 上 場 の 促 進 

名証市場の認知度向上・利用促進 

上 場 企 業 ・ 取 引 参 加 者 へ の 
サ ー ビ ス ・ サ ポ ー ト の 強 化 

○ＩＰＯ関係機関との関係強化 

○他市場上場企業等への直接アプローチの促進 

○ＥＴＦのプロモーション 
 ⇒ 証券会社との共催セミナやＩＲエキスポ等でＰＲ 

○上場企業のＩＲ活動をサポート 
 ⇒ ＩＲエキスポ及び希望地でＩＲイベントを開催 

○上場企業の採用活動をサポート 
 ⇒ 名証上場企業に限定した就職フェアを開催 

○取引参加者の顧客向けサービスをサポート 
 ⇒ 証券会社との共催セミナーを開催 

○未公開企業への直接アプローチの促進 

○上場企業・取引参加者とのコミュニケーションの促進 
 ⇒ 上場企業交流会・参加者懇談会を開催 

 

○地域金融機関との連携の推進 

○株式投資コンテストの開催 

○上場企業、一般投資家向けの情報発信 
 



 

 

 名
証
市
場
の
信
頼
性
・公
正
性
の
向
上 

適切な自主規制機能の発揮 

の 促 進 

市 場 イ ン フ ラ の 
信 頼 性 ・ 安 定 性 の 向 上 

○当地区取引参加者のコンプライアンス体制向上を支援 
 ⇒ 実務担当者向けセミナーを開催 

○自主規制担当者のスキルアップ 

○システムリスク管理の実効性向上 
 ⇒ システムリスク分析・障害分析等の実施 

○監督当局等との連携強化 
 ⇒ 金融庁、証券取引等監視委員会、東海財務局及び

他取引所自主規制部門との定期的な情報交換を実施 

投資知識普及活動 

の 促 進 

○証券知識普及プロジェクトとの連携によるイベント開催 
 ⇒ 「投資の日」記念イベントなどの実施 
 

○システムの改修 
 ⇒ 呼値単位縮小フェーズ２への対応実施 

○親子経済教室の開催 


